
契 約 書（案） 

 

松山市長 野志 克仁（以下｢甲｣という。）と、〇〇〇（以下｢乙｣という。）との間に、

北条スポーツセンター（以下「施設」という。）内に〇台設置する清涼飲料水等自動販売機

（以下｢自動販売機｣という。）について、次のとおり契約を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 乙は、乙の所有する自動販売機を以下の条項に基づき、甲から使用許可を得て施

設内に設置し、商品を有料で提供するものとする。 

（契約期間） 

第２条 この契約の期間は、令和 3 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日までとする。 

（運用方法） 

第３条 乙は、自動販売機が販売に支障なく商品を提供できるよう、遅滞なく施設内に運

搬・補給するものとする。 

２ 乙は、指定された場所にある、空缶等を乙の負担において適宜回収しなければな 

らない。 

（維持管理） 

第４条 乙は、自動販売機に要する電気料金など維持管理に必要な経費を全額負担しなけ

ればならない。 

２ 乙は、設置した自動販売機の衛生管理と販売する商品の品質・衛生管理につき、甲及

び第三者に対して責任を負うものとする。 

３ 乙は、自動販売機の維持及び管理につき、甲及び第三者に対して責任を負い、故障及

び苦情に関して適切に対応するものとする。 

４ 乙は、自動販売機が故障又は破損したときは、直ちに修理又は取替えを実施するもの

とする。 

（手数料） 

第５条 手数料は毎月締め売上合計額の≪落札した率≫％とし、乙は手数料明細書・自販

機売上報告書を翌月１０日までに甲に提出しなければならない。  

２ 手数料は毎月締め売上金（税抜価格）に手数料率を乗じて得られた額に、消費税率及

び地方消費税率の標準税率を乗じた額を甲に支払うものとする。  



３ 手数料計算での端数処理については小数点以下切捨てとする。  

４ 手数料とは別に、毎月締め売上金（税抜価格）に１パーセントを乗じて得られた額に、

消費税率及び地方消費税率の標準税率を乗じた額をスポーツ振興基金寄附金として独

立行政法人日本スポーツ振興センターに対し寄付するものとする。  

（電気料） 

第６条 電気使用料は、乙が設置しているメーターを、施設指定管理者が毎月検針し、施

設全体の電気使用量から当該建物使用にかかる電気量の割合を案分して算出した金額

とする。 

（手数料及び電気料支払い） 

第７条 乙は、手数料及び電気料を、甲が発行する請求書により、甲が指定する期間まで

に支払わなければならない。なお、指定が無い場合には、甲から請求のあった日から２

０日以内に支払うものとする。 

（代行） 

第８条 乙は、本契約において乙の責任により行う業務を乙の指定する者に代行させるこ

とができるものとする。その場合、乙は甲に対し予め通知するものとする。 

（契約解除・損害請求） 

第９条 甲又は乙は、契約の相手方が本契約に違反したとき、又は本契約を履行しないと

きは、本契約を解除できるものとする。 

２ 甲は、乙が業務を適正に処理することができないと認めたときは、本契約を解除でき

るものとする。 

３ 前項により甲が本契約を解除した場合、甲は乙に対し本契約の解除と併せて甲が被っ

た損害を乙に請求できるものとする。 

（現状回復） 

第１０条 本契約の期間が満了し、使用許可がなされない場合、乙は遅滞なく原状回復す

るものとする。 

（その他） 

第１１条 この契約書に定めのない事項については、松山市契約規則(平成 20 年規則第 11

号)及び松山市財務会計規則（昭和 39 年規則第 11 号）によるものとし、同規則に定め

のない事項又はこの契約書について疑義が生じた場合は、甲・乙が協議のうえ定めるも

のとする。  



 

本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲・乙双方記名押印のうえ、各自１通を保 

有するものとする。 

 

 

令和 3 年 4 月 1 日 

 

甲 松山市二番町四丁目７番地２ 

松山市長  野 志 克 仁 

 

乙 松山市〇〇〇 

   

  〇〇〇  

 


